
最新値 目標値 達成度 評価
指標の
ウエイト

1 a 367 400 91.8% a 1.00

2 a 141 100 141.0% a 1.00

3 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

4 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

5 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

6 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

a ａ

２　市民生活実感評価　　*この評価は，毎年５月頃に実施している京都市市民生活実感調査のアンケート結果を基にしています。
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施策番号 2302

施策名 既存建築物の安全性の向上

設問

客観指標総合評価

担当局・部室

上位政策 23　建築物
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地震や火災に強い建物が増えている。

概要

　定期報告，査察その他の調査の際に，既存建築物の避難上，防火上その他安全上
の指導を徹底することにより，既存建築物の安全性を向上させ，既存建築物におけ
る災害や事故から市民のいのちと暮らしを守る。

１　客観指標評価

都市計画局・建築指導部 共管局・部室
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３　総合評価（客観指標総合評価＋市民生活実感調査総合評価）

ａ ｃ

年
度

＜この施策を構成する事務事業＞

1 6,339 13,722

2 10,129 21,160

3 113,762 447,832

4 14,910 16,287
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＊予算額には人件費及び施設管理に係る経費を含みます。

＜今後の方向性＞

・既存建築物における災害や事故を未然に防ぐため，建築物の劣化等の状況把握及び査察に積極的に
取り組み，安全指導と違反是正を徹底する。
・既存建築物の安全性の向上に対する所有者等の意識を啓発し，適切な維持管理，定期的な安全点検
及び計画的な改修・修繕の促進を図る。
・定期報告対象建築物を拡大し，管理者に対し既存建築物の避難上，防災上その他安全上の指導を徹
底する。

23年度
決算額

23
年
度

B

-

□　市民の実感

保健福祉局

24年度
予算額

建築物の防災に対する事務

かなり良い

都市計画局

悪い

吹付けアスベスト除去等助成事業

建築物の耐震対策 都市計画局

重み付け

事業名

B

（重み付けの理由）
　既存建築物の安全性の向上は，すぐには市民に実感されにくいので客観指標評価を重視す
る。

（原因分析）
・定期報告未提出の建物管理者に対し，報告するよう督促を行うと共に報告内容が優れない建築
物の査察を行った。
・既存建築物の安全性の向上は，一見して変化が分かるものではないため，市民の実感には反
映されにくいと考える。

施策の目的がかなり達成されている

担当局
24年度事務事業評価結果
における目標達成度評価

☑　客観指標

事業費の状況（千円）

今後の方向性の検討

民間社会福祉施設耐震診断助成

悪い

都市計画局良い



１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 91.8%

数値 目標年次 達成度

数値 8,000件 32年度 4.6%

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

23 24

‐ a a

１　指標の説明

２　指標の意味 ３　算出方法・出典等

４　数値

達成度

数値 141.0%

数値 目標年次 達成度

数値 2,000件 32年度 7.1%

５　評価基準 ６ 基準説明 ７ 評価結果

23 24

‐ a a

担当課 建築安全推進課 連絡先 ２２２－３６１３

施策名 2302 既存建築物の安全性の向上

指標名 対象建築物の定期報告数（件）

建築基準法第１２条第１項の定期報告の数

建築物が安全かつ快適に活用されていることの
調査状況を示す指標

算出方法：建築基準法第１２条第１項の定期報告が
あった既存建築物の総数
出典：事業担当課調べ

前回数値 最新数値 推移
目標値

22年度 23年度

根拠

拡大予定の定期報告対象建築物の総数
を推計

数値 根拠

32年度の目標である8,000件の達成のた
めに当年度達成すべき数値

備考

目標値に対する達成度(％)
a:80％以上
b:60％以上80％未満
c:40％以上60％未満
d:20％以上40％未満
e:20％未満

80％以上であれば施策目的の達成とし
て，80％以上をa,以下20％刻みで基準
を設定した。

全国順位
中長期目標

231 367 136件増 400

指標名 既存建築物の査察その他調査の件数（件）

担当課 建築安全推進課 連絡先 ２２２－３６１３

建築基準法第１２条第５項の報告徴収及び同条第６項の立入調査の件数並びに法律に基づかない査察その他調査
の件数の合計

行政による査察等によって，安全性と適法性の
状況が確認された既存建築物の数

算出方法：建築基準法第１２条第５項の報告徴収及び同条第６項の立
入調査の件数並びに法律に基づかない査察その他調査の件数の合計
出典：事業担当課調べ

前回数値 最新数値 推移
目標値

22年度 23年度

根拠

安全指導の必要性や重要性が高い既存
建築物の数を推計

数値 根拠

32年度の目標である2,000件の達成のた
めに当年度達成すべき数値

備考

目標値に対する達成度(％)
a:80％以上
b:60％以上80％未満
c:40％以上60％未満
d:20％以上40％未満
e:20％未満

80％以上であれば施策目的の達成とし
て，80％以上をa,以下20％刻みで基準
を設定した。

全国順位
中長期目標

86 141 55件増 100


